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「あいちの経済（平成23年度版）」の概要 
 

１ 愛知県経済（持ち直しの動きが続いた愛知県経済）                              

 2010年度の本県経済は、生産を中心とした持ち直しの動きに足踏みがみられた後、11年に入る

と再び持ち直しに転じていたが、３月に発生した東日本大震災の影響により、景気は急速に悪化

することとなった。景気動向指数（ＣＩ）でみると、11 年３月はリーマンショックの影響が残る

09年２月と並び、前月比で過去最大の下げ幅を記録した。 

景気動向指数一致ＣＩ（Composite Index）の推移
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資料：内閣府「景気動向指数」、愛知県統計課「あいちの景気動向」
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２ 個人消費（緩やかに持ち直しつつある個人消費）                     

   10 年の個人消費は、一部に弱い動きがみられたものの、総じて持ち直しの動きとなった。

１人当たりの賃金は５年ぶりに前年を上回った。勤労者１世帯当たりの可処分所得は３年連

続で減少したものの、消費支出は３年ぶりに増加した。大型小売店販売額は３年連続で前年

を下回った。 

消費支出の推移
（二人以上の世帯のうち勤労者世帯・前年（同月）比）
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　　　　　　　　　　　　大型小売店販売額の推移
                          （愛知県・全店・対前年（同月)比）

-14.0

-12.0

-10.0

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

05

年

06 07 08 09 10  10.

 1

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12  11.

 1

2 3 4 5 6

(％)

販売総額

百貨店

スーパー

資料：経済産業省「商業販売統計」
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３ 物価（上昇した企業物価、下落した消費者物価） 

   10 年度の物価は、企業物価が国際商品市況の上昇を背景に、２年ぶりに上昇した。消費者

物価は２年連続で下落したものの、基調的にみると下落幅の縮小傾向が続いた。 

企業物価指数の推移（全国）
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４ 生産活動（３年ぶりに上昇した鉱工業生産）                             

   10 年の生産活動は、海外経済の改善による輸出の増加傾向や各種の政策効果等を背景に、

リーマンショック後の急激な落ち込みからの回復が続き、年半ばに弱い動きを示したものの、

３年ぶりに前年を上回った。 

鉱工業生産指数の動き

60

70

80

90

100

110

120

130

140

07年 08 09 10 07.Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 08.Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 09.Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 10.Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 11.Ⅰ Ⅱ

資料：愛知県統計課「あいちの鉱工業」
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消費者物価指数の推移（名古屋市）
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５ 設備投資（持ち直しつつある設備投資）                       

   10 年度の設備投資は、製造業は３年連続、非製造業は２年連続の減少となり、全産業では

３年連続の減少となったが、前年度に比べて減少幅は縮小した。中小企業は、製造業が３年

ぶり、非製造業は４年ぶりに増加した。 
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６ 公共工事（低水準で推移した公共工事）                         

   10 年度の公共工事は、８年連続で前年度を下回った。公共工事は財政状況の悪化等を受け

て抑制が続いており、請負金額は05年度の約84％の水準となった。 
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東海地域における大企業・中堅企業の設備投資 

の動向（前年度比） 

資料：日本銀行名古屋支店「企業短期経済観測調査結果」 

               企業規模別設備投資動向（東海３県）
（前年度比増減率 ％）

06年度 07 08 09 10 11

製  造  業 2.6 0.4 -10.8 -49.9 2.5 13.3
大企業 1.6 0.9 -10.3 -51.3 3.9 14.3
中堅企業 17.6 -8.7 -5.7 -35.3 -11.3 8.5
中小企業 -8.8 18.2 -47.2 -37.1 7.0 -11.3

非 製 造 業 29.4 18.2 -0.3 -5.8 3.6 5.2
大企業 33.8 21.0 -0.4 -4.8 0.6 7.8
中堅企業 -7.9 13.0 23.8 -25.0 49.3 -27.2
中小企業 0.3 -18.6 -16.5 -0.1 42.3 -11.5

注：11年度は計画値による。

資料：日本政策投資銀行東海支店「東海地域設備投資動向調査」 
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７ 住宅建設（増加に転じた住宅建設）                           

   10年度の住宅建設は、住宅ローンの金利優遇や住宅エコポイントなどの政策効果が寄与し、

２年ぶりに増加した。持家、給与住宅、分譲住宅は前年度を上回り、貸家は下回った。 
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資料：愛知県建築指導課「建築住宅着工統計」

 

 

 

８ 雇用（厳しいながらも徐々に改善が進んだ雇用情勢）                                     

   10 年の雇用情勢は、依然として厳しい状況が続くなか、有効求人倍率は緩やかに上昇し、

完全失業率も３年ぶりに低下するなど、持ち直しの動きがみられた。総実労働時間は３年ぶ

り、現金給与総額は５年ぶりに増加した。雇用者数は２年連続で減少したものの、前年に比

べて減少幅は縮小した。 

完全失業率の推移
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有効求人･求職者数・有効求人倍率の推移
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資料：愛知労働局「レイバー・マーケット・プロフィール（労働市場概況）」

新設住宅着工戸数 
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９ 企業経営（持ち直しが続いた企業経営）                     

   10 年度の企業経営は、売上高が３年ぶりの増収となり、経常利益、純利益も２年連続で増

益・黒字化となった。企業倒産では、倒産件数は４年連続で増加したが、負債総額は２年連

続で減少した。 

74.4

87.7

71.4

12.9

78.3

68.8

62.3

44.4

8.9

65.2

17.7

44.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

06年3月期 07年3月期 08年3月期 09年3月期 10年3月期 11年3月期

(%)

売上高

経常利益

資料：㈱東海東京調査センター

（参考値）

 

 

 

10 貿易（ともに回復した輸出・輸入）                                         

   10 年の貿易額は、輸出が３年ぶり、輸入は２年ぶりに増加した。最大の名古屋港を含め県

内４港全てで、輸出は３年ぶり、輸入は２年ぶりに増加した。 
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資料：名古屋税関「管内貿易概況」
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       「東海三県下企業倒産動向」
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